
Ⅰ　施策の概要と実施状況
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（１）農業経営基盤の強化 施設栽培促進事業補助金 産農水 継続
耕地面積

基準値(H27)

R6 R7 R8

★農地の確保、集積を図るため、農業生産基盤整備を

促進（産業港湾部農林水産課）

★農業の作業負担軽減や生産性向上を目指すため、施

設栽培の促進（産業港湾部農林水産課）

〇農業経営改善に取り組む認定農業者の増加に向けた

取組（産業港湾部農林水産課）

〇鳥獣による農業被害や市民の安心安全への対策（産

業港湾部農林水産課）

〇小樽産農産物の付加価値化による高収益化に向けた

取組（産業港湾部農林水産課）

〇地域農業の担い手となる新規就農者の確保・育成に

向けた取組（産業港湾部農林水産課）

農業経営改善事業補助金 産農水 継続 186ha 186ha

有害鳥獣駆除対策経費 産農水 拡大 R9 R10

目標値(R10)
北海道農業担い手育成センター負

担金
産農水

一般農道維持補修費 産農水 継続 183ha 183ha 182ha

継続
認定農業者数

185ha 184ha

実

績
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R3 R4

33.3%

20件

182ha

基準値(R1)

6件

市民アンケート指標の推移

小樽の農産物であることを意識して商品を選択する

市民の割合

基準値(R1) 目標値(R10)

36.2% 基準値より増

実

績
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36.2% - 40.4% -
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41.2%-
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令和７年度行政評価 《施策評価調書》
テーマ ３　強みを生かした産業振興によるにぎわいのまち（産業振興）

施策 １　農林業

所管部 産業港湾部 関係部 生活環境部

目標値(R10)

基本計画の主な取組 主な実施事業 所管 今後の方向性 指標の推移

施策の

目的

農地の高度利用により、生産性の高い農業の確立を図るとともに、札幌圏近郊の地理的優位性を生か

した都市型農業の発展を目指します。



- 16,374㏊ 16,374㏊

拡大 実

績

R1 R2 R3 R4

15,855㏊ 15,855㏊

（３）森林整備の推進

森林面積

基準値(H27) 目標値(R10)

★緑地環境の保全や水資源・森林資源の確保のため、

森林の整備推進や保護・育成（産業港湾部農林水産

課）

〇北海道指定の環境緑地保護地区・自然景観保護地

区・記念保護樹木について北海道との連携による保全

（生活環境部環境課）【5-1環境保全と共通】

森林環境整備事業費 産農水 継続 16,374㏊ 16,374㏊

民有林等活性化推進事業費補

助金
産農水 R5 R6 R7 R8 R9 R10

R3 R4 R5

171区画 159区画 150区画 143区画

★農産物直売所、旧公設青果地方卸売市場等を活用

した小樽産農産物の普及拡大（産業港湾部農林水産

課）

〇市民体験農園や学童農園を活用した農業体験機会

の確保（産業港湾部農林水産課）

〇旧公設青果地方卸売市場の青果物流通拠点機能の

維持（産業港湾部農林水産課）

旧公設青果地方卸売市場維持

管理経費（定温庫冷蔵設備更

新事業）

産農水 見直し 213区画 220区画
市民体験農園の申込区画数

基準値(H30)

R6 R7 R8 R9 R10

213区画 170区画

実

績

R1 R2

基本計画の主な取組 主な実施事業 所管 今後の方向性 指標の推移

目標値(R10)（２）市民に親しまれる地域農業の推進 市民体験農園 産農水 継続



Ⅱ　各部評価（各部による自己評価）

Ⅲ　二役フィードバック

その他（必要に応じて記載）

各部評価に対する意見等

施策の進捗 今後の施策改善の方向性

・農業経営基盤を強化するための各種取組（事業）については、おおむね計画通りに実施できているものの、各指標については目標値に達し

ていない。

・有害鳥獣については近年出没件数が増加しており、迅速な対応が求められる中、関係機関と連携することで、適切な対応に基づく事業の

実施が可能となっている。

・全体的に農業者の高齢化により、各種取組に基づく各指標の目

標値の達成は厳しい状況にあるが、一方で市民アンケート指標につ

いては約5％の増加となっており、これまでの支援や対応などの取組

の方向性はおおむね適正であったと考えられる。

・令和6年度中に認定新規就農者として2件の新規就農があり、今

後はこの2件も含め、特に新規就農者に対して認定申請を促してい

くなど、現状において最善となる支援や取組を実施できるよう努め

る。

・有害鳥獣駆除対策については、事業の拡大に向け、国や北海道

の補助事業等の情報収集を必要に応じて行い、関係機関との連

携も強化する。

効果の発現状況

・指標のうち、基準値あるいは目標値を下回る状況が続いているが、特に認定農業者数については高齢化が進む中、積極的に認定申請を

希望する農業者が激減していることから、現状、目標値を達成することは厳しいと推測される。

構成事業の妥当性

・農業者の経営基盤の強化のため、現在実施している各種事業については受益者からも継続について要望があり、関係団体からも毎年要望

があることから、支援の手法として適切なものと考える。特に有害鳥獣の駆除対策経費については、今後も有害鳥獣の出没件数及び農作物

被害や人身被害の拡大が懸念されることから、事業の拡大（予算の増額）が必要と考える。

・市民に親しまれる地域農業の推進として、市民体験農園の利用機会の確保は、気軽に市民が農業体験をする場として最も適切であり、利

用申込の件数は減少しているものの、事業を廃止するとなると農業体験の機会の創出が難しくなることから、継続すべきと考える。


